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墨田区における流域治水の取組
『雨水利用』

■区施設での事例

「区庁舎」
雨水貯留施設整備

約１，０００㎥貯留

■民間施設での事例

「両国国技館」
雨水貯留施設整備

約１，０００㎥貯留

■雨水利用イメージ

【効果】雨水貯留による都市型水害の低減

雨水貯留施設
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荒川氾濫時には広範囲
で浸水 ⇒ 広域避難

早めに浸水しない地域の
避難先へ避難

■防災協定を結んだマンション管理組合へ
提供する防災対策用資器材（２０万円相当）

万が一の時にも区民の生命を守るために
『垂直避難先の確保』

■洪水時避難の考え方

水害時避難場所
広域避難ができない場合、
水害時避難場所（区内
小中学校等）へ緊急避難

※ライフライン使用不可と

なる可能性有

垂直避難
広域避難ができない場合、
協定を締結したマンション
へ緊急避難

※ライフライン使用不可と

なる可能性有

防災資器材（例）
救出救助工具セット
ガスボンベ式発電機
ゴムボート
ウォーターゲート
ヘルメット
ライフジャケット など

広域避難できない
場合は、生命を守
る行動を！
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墨田区水害ハザードマップの改定

■現行の「墨田区水害ハザードマップ」
・平成３０年度作成
⇒高潮の浸水想定未記載

・令和２年３月
⇒江東内部河川流域浸水予想区域図
改定

・令和３年３月
⇒隅田川及び新河岸川流域浸水予想
区域図改定

令和３年度
「墨田区水害ハザードマップ」改定
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墨田区水害ハザードマップの改定
■改訂版「墨田区水害ハザードマップ」

高潮の浸水想定を
追加

写真やイラストを使
い、わかりやすく

自分の避難行動を検討するためのフ
ローチャートを追加

QRコードを活用

令和４年度 全戸配布を予定

5



  

16 
 

― 浸水リスクに対応する垂直避難ゾーンの形成 ― 

重点戦略３ 浸水対応型のまちづくり 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「災害に強い首都『東京』形成ビジョン」（国土交通省、令和 2 年 12 月） 
●国が令和 2 年 12 月に示した「災害に強い首都『東京』形成ビジョン」では、区を含む東

京東部地域には、「ゼロメートル地帯」が広がっており、ひとたび荒川などの堤防が決壊す

ると、広範囲で浸水し、⾧期間に渡る壊滅的な被害が想定されるため、避難のあり方の検

討や、「高台まちづくり」の推進などを求めています。 

●「ビジョン」では、「高台まちづくり」の取組の方向性として、「建築物の整備」「高台公園」

「高規格堤防の活用」を示しています。 

※新駅拠点の位置については想定であり、 
現在、未定となっています 

※ST:Station（駅） の略 

kt730907
テキストボックス
江東区都市計画マスタープラン(中間のまとめ）令和3年12月21日より抜粋


yamasaki-y8913
四角形

T6025570
タイプライターテキスト
資料2-2
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第１章 改定の基本的な考え方
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【城東地域 ゾーンの方針（抜粋）】 

●「良好な住環境の誘導を推進する市街地」 
浸水リスクに対応する垂直避難ゾーンを形成するため、「浸水対応型の建築物の整備」

や、それを広げていく「浸水対応型のまちづくり」を進めます。 

 
 
●浸水対応型建築物の整備 

地域の中核拠点となりうる大規模開発や公的賃貸住宅の建て替えなどの機会を捉え、浸水
時にも機能するように電気室や備蓄倉庫、集会所を想定浸水高さ以上に設け、デッキや屋上
を浸水直後の周辺住民の一時的な垂直避難スペースや物資配給の中継拠点として機能する空
間を設けるなど、関係事業者と連携し、浸水対応型建築物の整備を推進 
●浸水対応型のまちづくり 

大規模開発や大規模団地の建て替えなどを契機として、個別の浸水対応型建築物をデッキ
等でつなぎ、線的・面的に広げていく「浸水対応型のまちづくり」を促進  

重点戦略の方針 
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板橋区高台まちづくりの取組状況
板橋区危機管理部⾧ 林 栄喜

令和４年１月21日

yamasaki-y8913
四角形

T6025570
タイプライターテキスト
資料2-4



2

１．板橋区の概要とモデル地区の概況

２．モデル地区（舟渡・新河岸地区）
大規模水害時の避難における

基本的考え方について

３．かわまちづくり計画の取組について

４．いたばしコミュニティ防災の取組に
ついて



3

１．板橋区の概要とモデル地区の概況



（１）区の概要
●人口 569,129人

（前年同月比▲352人）

●世帯数 317,611世帯
（前年同月比▲171世帯）

●面積 ３２．２２ｋｍ

●令和３年度一般会計予算
２，２０９億４千万円
（前年度比▲9億7千万円、0.4％減）

板橋区

練馬区

杉並区
中野区

豊島区

北区 足立区

葛飾区
荒川区

墨田区

江戸川区

江東区
中央区

千代田区

台東区文京区

新宿区

渋谷区

世田谷区

港区

目黒区

品川区

大田区

東京23区

※令和3年8月1日時点
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（２）位置図 荒川

白子川

石神井川

新河岸・舟渡地区（モデル地区）

板橋区

かわまちづくり計画範囲

板橋区役所

新河岸川
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（３）板橋区モデル地区の概況について
舟渡・新河岸地区 a:想定される浸水深6



（３）板橋区モデル地区の概況について
舟渡・新河岸地区 ｂ:浸水継続時間7



２．モデル地区（舟渡・新河岸地区）
大規模水害時の避難における
基本的考え方について
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モデル地区 大規模水害時の避難における基本的考え方について9

STEP１



モデル地区 大規模水害時の避難における基本的考え方について10

STEP２



モデル地区 大規模水害時の避難における基本的考え方について11

STEP３



３．かわまちづくり計画の取組について
12



板橋区かわまちづくり計画の取組について①13

STEP２



板橋区かわまちづくり計画の取組について②14

スポーツゾーン
（利便性向上）

高台まちづくり
（防災）



板橋区かわまちづくり計画の取組について③15



板橋区かわまちづくり計画の取組について④16



４．いたばしコミュニティ防災の取組について
17



いたばしコミュニティ防災の取組について
 舟渡地区においては、一人ひとりが、災害に強い「ひと」・「まち」づくりを考
え、様々な機関と協働していくためのプロジェクトを発足。

 新河岸地区においても今年度より同プロジェクトを発足。
 両地区ともに住民・企業・関係機関によるワークショップで議論を深め、コミュ
ニティタイムライン（地域の事前防災行動計画）の策定を目指し取り組んでいま
す。
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ご清聴ありがとうございました。



飾区

１

浸水対応型市街地構想とは

高台まちづくり推進方策検討ワーキンググループ

yamasaki-y8913
四角形

T6025570
タイプライターテキスト
資料2-5



葛飾区における水害対策強化の経過

地域主体の取り組み

街歩きで川の水面の方
が市街地よりも高いこと
を実感

洪水ハザードマップの理
解

中川でのボートを使った
救助訓練

平成18年～ ワークショップ等の取り組み※

参加メンバー
• 新小岩北地区連合町会
• NPOア！安全・快適街づくり
• 大学、都市プランナー等の専門家
• 葛飾区

取り組みの内容
• 地域の水害リスク、

防災体制の理解
• 水害に備えた自助・共助

のあり方の検討
• 被災生活のイメージの共有
• 水害に強い市街地の目標像の検討
• 広域避難訓練（町会主催）
• ボート訓練の実施（町会主催） （写真提供：

NPOア！安全・快適街づくり）

※新小岩北地区連合町会あるいはNPOが主催

洪水ハザードマップを基
にした松戸市の公園へ
広域避難訓練

2



平成23年 葛飾区都市計画マスタープラン改定

①「高台化による避難場所」の位置づけ

新小岩公園
（高台化予定）

葛飾にいじゅく
みらい公園

東立石緑地公園

高台化による避難場所の例

② 治水対策重点検討区間の指定

荒川と中川の並行区間については、すで
に確保している河川用地の活用を含め、さ
らなる治水対策重点検討区間として位置づ
けた。

3



垂直避難可能人数の算定

4



浸水に対応したまちづくり検討会【H29～H30年度】

東大及び、建築、都市計画・まちづくり、土木、河川の
専門家、NPO、国、都とともに検討会を実施し、「浸水対
応型市街地構想」をまとめ、令和元年6月に策定・公表し
た。

5

＜浸水対応型市街地とは＞

・広域避難と垂直避難を組み合わせて避難できる環境
が整い、水が引くまでの間、許容できる生活レベル
が担保される市街地。



浸水対応型市街地イメージ

２週間以上の
浸水継続時間

浸水時の
救出救助

活動拠点は？

河川 堤内市街地
（浸水区域）

浸水時の
救出救助

活動拠点は？

洪水緊急避難建物【現状】【現状】

垂直避難者への支援物資供給の活動拠点や、
二次避難方法は？

河川 堤内市街地
（浸水区域）

浸水対応型拠点建築物

物資供給拠点

救出救助
活動拠点

緊急排水活動拠点

物資供給活動

【浸水対応型市街地イメージ】

6

水が引くまでの
間退避可能

6



＜浸水対応型市街地の段階的整備＞

7

時間軸 目標

第１段階 概ね10年後 広域避難できなかった住民が、命
の安全を確保できる市街地。（緊急
避難空間の確保）

第２段階 概ね20年後 当面の期間、最低限の避難生活の
水準が確保できる市街地。
（当面避難空間の確保）

第３段階 概ね30年後 湛水期間（水が引くまでの間）、最
低限の避難生活水準が確保できる
市街地。
（安全待避空間の確保）



8

浸水対応型拠点建築物イメージ



9東立石緑地公園 葛飾にいじゅくみらい公園

浸水対応型拠点高台イメージ
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小中学校における浸水対応型拠点建築物化の検討
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小松中学校の建て替えに伴う検討

【検討事項】

• 浸水しない階へ
の屋内運動場の
設置

• 外階段の設置

• 貯水機能付き給
水管の導入

• 中圧ガスの引き
込み

• 非常用電源の浸
水しない箇所へ
の設置

• 太陽光発電施設
の設置

など
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中高層住宅（想定されるリスク）

民間建築物における誘導策の検討
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中高層住宅（浸水対応機能）



15

大規模小売店舗（浸水対応機能）
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浸水対応型
拠点建築物

（中高層住宅・大
型商業施設等）

区単独によるイニシャルコ
スト（避難空間関連施設や

エネルギー設備）
及びランニングコスト

への支援

地域防災拠点建
築物

民間建築物の場合
国 2/3
地方 1/3

民間施設の浸水対応化を支援（令和4年度スタート予定）
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柴
又
街
道

B

A
C

C

公共駐輪場

公共駐輪場

屋上広場

屋上広場

北口交通広場

南口交通広場

JR小岩駅周辺地区高台まちづくりの推進方策の検討

JR小岩駅北口地区(2.0ha)
市街地再開発事業（組合施行）

B

南小岩六丁目地区(1.3ha)
市街地再開発事業（組合施行）

A

南小岩七丁目(4.9ha)
土地区画整理事業（区施行）

C

南小岩七丁目地区(1.5ha)
市街地再開発事業（組合施行）

C

＜取組み状況＞

高台まちづくりに資する施設整備の検討

●建物間移動に資する通路
立体通路

●避難スペース
公共駐輪場
屋上広場

凡例

yamasaki-y8913
四角形

T6025570
タイプライターテキスト
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年度 R1
2019

R2
2020

R3
2021

R4
2022

R5
2023

R6
2024

R7
2025

R8
2026

R9
2027

R10
2028

新庁舎

再開発

高台
まちづくり

■スケジュール

基本構想
基本計画

建築確認手続き
建設工事地元勉強会

準備組合
基本構想

モデル地区
選定

将来像
検討

計画
作成

協議・
手続き 設計 工事

供用
開始

供用
開始

新庁舎
・

民間ビル

新庁舎建設に合わせた船堀地区における高台まちづくりの検討

＜取組み状況＞
①高台まちづくり検討業務委託（R3年12月～）

【防災・安全交付金事業】

（業務内容）

・各種データの推計、収集及び整理

・具体化に向けた課題の抽出

・特定公益的施設等の整理

②一団地の都市安全確保拠点施設

都市施設として令和５年度に都市計画決定

予定

令和4年1月現在

①

現在

基本設計方針

基本設計方針

②都市計画決定

協議 ・ 手続き ・ 設計



都県橋整備を含む
高台まちづくりエリア

「篠崎公園地区」
高台まちづくり
（事業中）

・高規格堤防整備
・都県橋整備
・江戸川緑地
・都市計画道路
・土地区画整理事業
を施行すべき区域

篠崎地区周辺の高台まちづくり（高台化）の検討

＜取組み状況＞課題整理
・川裏法面の宅地利用
・都県橋の早期整備

A

B

B

C

都市計画緑地と
土地区画整理事業を施行
すべき区域の重複
→東京都と調整中

C

A B C

凡例
高規格堤防予定ライン
土地区画整理事業
を施行すべき区域
緑地

に含まれる事業
A



中川左岸（荒川並行区間）における高台まちづくりに向けた堤防整備方策の検討

検討イメージ 凡例

検討範囲：
実施中地区：

凡例

検討範囲：

中川（荒川並行区間）

荒
川
（国
）→

江戸川区

葛飾区

江戸川区

江東区

墨田区



あだち高台まちづくり推進協議会

情報共有

高台まちづくり推進方策検討ワーキンググループ
参加機関：国、東京都、荒川沿川７区、等

検討結果の報告

災害に強い拠点づくり構想の検討 検討体制（案）

災害に強い首都「東京」の形成に向けた連絡会議
参加機関：国、東京都、等

参加機関 国、東京都、足立区（事務局）、等

出 席 者 国及び東京都：課⾧級職
足立区：部⾧級職員

開催頻度 年１，２回の開催を想定

座 ⾧ 松尾足立区総合防災行政アドバイザー

そ の 他 地区別の部会を別途設置し、
詳細の検討を実施

主な参加予定機関・部署

国 本省治水課、関東地方整備局河川部、
荒川下流河川事務所

都

【建設局】
公園緑地部（中川公園地区）
河川部（小台・宮城地区）
【下水道局】
計画調整部事業調整課
（中川公園地区、小台・宮城地区）
【都市整備局】
市街地整備部企画課

規約に基づき設置

yamasaki-y8913
四角形

T6025570
タイプライターテキスト
資料2-7



隅田川
荒川

中川

国
道
４
号
線

尾
久
橋
通
り

環状７号線

綾瀬川

凡例
：国道
：主要都道
：首都高速道路

②本木・関原地区
【検討方策】
コミュニティ・タイムライン策定
【課題】
避難先となる高台等の確保

③小台・宮城地区
【検討方策】
高規格堤防の整備推進

【課題】
高規格堤防事業用地の調整

足立区役所

新芝川

④新田地区
【検討方策】
高規格堤防の整備推進

【課題】
河川防災ステーションの整備
隣接する民地への対応

河川防災ステーション
用地

①都立中川公園周辺地区
【検討方策】
下水施設覆蓋化、上部公園整備、等

【課題】
避難場所の確保
平時利用を兼ねた防災施設の整備




